
令和８年１０月２０日
港区契約担当者

「橋りょう維持工事（伸縮装置取替等）」に係る落札者決定基準
本件は、「港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要綱」に基づき実施する特別簡易型総合評価方式の対象案件です。落札者の決定に関する基準は、次のとおりです。

なお、本件に建設共同企業体として参加する場合は、建設共同企業体の第１順位の構成員を審査対象とします。

また、本基準における用語の定義は、「港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要綱」で使用する用語の例によります。

１　落札者の決定方法

　　本件入札においては、入札価格が、予定価格の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、価格評価点、技術評価点、地域貢献等評価点を合計した評価値の最も高い者を落札者とします。落札者となるべき評価値の最も高い者が二者以上あるときは、くじにより落札者を決定します。
　　落札となるべき評価値の最も高い者が二者以上あり、入札価格がいずれも調査基準価格以上であるときは、価格評価点の最も高い者を落札者として決定します。この場合に価格評価点も同点の場合は、くじにより落札者を決定します。
　　また、落札となるべき評価値の最も高い者が二者以上あり、入札価格がいずれも調査基準価格未満であるときは、技術評価点及び地域貢献等評価点の合計点の高い者を落札者として決定します。この場合に、技術評価点及び地域貢献等評価点の合計点も同点の場合は、くじにより落札者を決定します。
　　なお、評価値の最も高い者の入札価格が「港区低入札価格調査の実施に関する要綱」による調査基準価格未満の場合、低入札価格調査を実施します。当該事業者の入札価格で契約の内容に適合した履行がなされると認められたときは、当該事業者を落札者として決定します。当該事業者の入札価格では、契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められたときは、当該事業者を落札者としません。この場合、予定価格の範囲内において入札した者で次に評価値が高い者（以下「次順位者」といいます。）を落札者として決定します。次順位者の入札価格が調査基準価格未満である場合は、当該次順位者に対して低入札価格調査を実施するものとし、以下落札者決定に至るまで順次同様とします。
　　なお、調査基準価格に満たない入札をした、評価値の最も高い者が、次の各号（以下「失格基準」といいます。）のいずれかに該当する場合は、低入札調査を実施することなく当該事業者を落札者としないものとします。
（１）契約担当者が定める当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる価格基準を下回る場合（価格の失格基準は非公表）
（２）当該工事の公表日の属する年度及びその前５年度内に入札者が完了した工事において、港区工事成績評定要綱（平成１９年１１月１日１９港総契第５５５号）第９条の規定による港区工事成績評定報告書に記載された総合的な評定の点数が６０点未満のものがある場合
評価値の最も高い者が失格基準に該当した場合、次順位者を落札者として決定します。次順位者の入札価格が調査基準価格未満である場合は、当該次順位者に対して低入札価格調査を実施します。失格基準に該当する場合は低入札調査を実施することなく当該次順位者を落札者としません。以下落札者決定に至るまで順次同様とします。
２　価格評価点の評価方法

　　価格評価点は、次の式により算定した数とします。

【入札価格が調査基準価格以上の場合】

　　基準値＝１００×｛１－（入札価格－調査基準価格）÷（予定価格－調査基準価格）｝

　　　　　　（小数点第３位以下切捨て）

【入札価格が調査基準価格未満の場合】

　　基準値＝１００×｛１－（調査基準価格－入札価格）÷（予定価格－調査基準価格）｝

　　　　　　（小数点第３位以下切捨て）

　※なお、予定価格の１０分の７以下の入札価格に関しては、価格評価点は０点とする。

	基準値
	価格評価点

	１未満
	　０点

	　１以上　４未満
	　１点

	　４以上　８未満
	　２点

	　８以上１２未満
	　３点

	１２以上１６未満
	　４点

	１６以上２０未満
	　５点

	２０以上２４未満
	　６点

	２４以上２８未満
	　７点

	２８以上３２未満
	　８点

	３２以上３６未満
	　９点

	３６以上４０未満
	１０点

	４０以上４４未満
	１１点

	４４以上４８未満
	１２点

	４８以上５２未満
	１３点

	５２以上５６未満
	１４点

	５６以上６０未満
	１５点

	６０以上６４未満
	１６点

	６４以上６８未満
	１７点

	６８以上７２未満
	１８点

	７２以上７６未満
	１９点

	７６以上８０未満
	２０点

	８０以上８４未満
	２１点

	８４以上８８未満
	２２点

	８８以上９２未満
	２３点

	９２以上９６未満
	２４点

	９６以上
	２５点


３　技術評価点の評価項目及び評価方法

（１）技術評価点の評価項目は、工事成績評価点、配置予定技術者資格点、配置予定技術者実績点とし、この合計により算定します。

（２）技術評価点は、満点を18点とし、その評価項目の点数配分は、次のとおりです。

　　　工事成績評価点　13点、配置予定技術者資格点　3点、

　　　配置予定技術者実績点　2点

４　地域貢献等評価点の評価項目及び評価方法

（１）地域貢献等評価点の評価項目は、災害協定活動点、ワーク・ライフ・バランス推進企業点、障害者雇用点、環境配慮点とし、この合計により算定します。

（２）地域貢献等評価点は、満点を7点とし、その評価項目の点数配分は、次のとおりです。

　　　災害協定活動点　3点、ワーク・ライフ・バランス推進企業点　2点、

　　　障害者雇用点　1点、環境配慮点　1点

５　各評価点の算定方法

（１）工事成績評価点（満点13点）

　　　次に掲げる業種及び時期において通知した工事成績評定（港区工事成績評定要綱にいうものをいいます。）のうち、直近３件の相加平均を算定します。（ただし、算定した数に少数点第２位以下の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てるものとします。）
　　　当該平均について、下表の区分に応じ、同表の右欄に掲げる点数を配点します。

　　　

　　※　直近３件の工事成績評定に６０点未満の実績がある者は、本件入札に参加できません。

　　※　対象となる工事成績評定点の実績が区外においては２件、区内においては１件に満たない場合、本件入札に参加できません。

　　※　対象となる工事成績評定の実績が３件に満たない場合は、不足する案件数１件につき６０点として算定します。

　　※　通知日が同日の場合は、工事成績評定点が最も高い点のものから並び替え、工事成績評定点の高いものから使用します。

　　※　共同企業体を結成して参加する場合の技術評価点及び地域貢献等評価点は、当該共同企業体の第一順位の構成員を評価対象とします。

　　※　その他、「港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要綱」の定めによります。

1 業種　一般土木工事
2 工事成績評定を通知した時期

3 令和３年度から令和８年度まで

	工事成績評定点の平均
	工事成績評価点

	60点未満
	―

	60点以上65点未満
	1点

	65点以上66点未満
	2点

	66点以上67点未満
	3点

	67点以上68点未満
	4点

	68点以上69点未満
	5点

	69点以上70点未満
	6点


	70点以上71点未満
	7点

	71点以上72点未満
	8点

	72点以上73点未満
	9点

	73点以上74点未満
	10点

	74点以上75点未満
	11点

	75点以上80点未満
	12点

	80点以上
	13点


（２）配置予定技術者資格点（満点3点）及び実績点（満点2点）

　　①　配置予定技術者資格点は、配置予定技術者が有する建設業法上の業種「土木一式工事」の資格について次のとおり配点します。

１級技術者　3点、２級技術者　2点　その他技術者　1点

　　②　配置予定技術者実績点は、配置予定技術者が、関わった同種工事及び類似工事について、次のとおり配点します。

ア　同種工事

　監理技術者　2点、主任技術者　1.5点、

　担当技術者又は現場代理人　1点、

イ　類似工事

監理技術者　1.5点、主任技術者　1点、

担当技術者又は現場代理人　0.5点

　　※　配置予定技術者実績点は、CORINSに登録されたデータから算定します。

　　※　本件における同種工事とはCORINSの登録内容確認書の「本件登録工事の受注に対応した建設業許可業種」の項目が「土木工事」として登録があるもののうち、以下の要件を満たすものを同種工事とします。(港区外での実績でも可)

　・契約金額：本件の予定価格(税込)以上

　　※　本件における類似工事とはCORINSの登録内容確認書の「本件登録工事の受注に対応した建設業許可業種」の項目が「土木工事」として登録があるもののうち、以下の要件を満たすものを類似工事とします。(港区外での実績でも可)

　・契約金額：本件の予定価格(税込)の半額以上

　　③　落札者となった者は、参加資格確認時の配置予定技術者を配置し、死亡等区がやむを得ないと認める場合を除き、工事完了まで変更することができません。

　　　　なお、やむを得ず技術者を変更する場合においては、本基準における配置予定技術者資格点及び配置予定技術者実績点が共に申請時と同等以上となる者を配置しなければなりません。

　　　　また、その技術者の配置が不可能な場合は、本件入札前の調査資料に虚偽記載があったものとみなし、工事成績評定点を減点することがあります。

（３）地域貢献等評価点（満点7点）

　　　地域貢献等評価点は、参加資格確認申請時における状況について、次のとおり算定します。

　　①　災害協定活動点

　区内事業者が、区と災害時における協定の締結がある場合又は区と災害時における協定の締結がある団体の構成員である場合は、３点を配点します。

　　②　ワーク・ライフ・バランス推進企業点

　以下のいずれかの認定を受けている場合は、２点を配点します。複数の認定を受けている場合でも、２点とします。
（１）入札参加資格申請日において、港区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業要綱（平成２２年３月３１日付２１港総権第４８４号）の規定により、区が認定するワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度の認定

　（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第９条又は第１２条に基づく認定（えるぼし・プラチナえるぼし）
　（３）次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１３条に基づく認定（トライくるみん・くるみん・プラチナくるみん）
　　③　障害者雇用点

　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条に規定する法定雇用障害者数以上の障害者雇用がある場合は、１点を配点します。

　　④　環境配慮点
　　　　以下のいずれかの認定を受けている場合は、１点を配点します。複数の認定を受けている場合でも、１点とします。
（１）港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」実施要綱（令和３年１２月１日３港環環第２４５３号）の規定によるＭＩＮＡＴＯ再エネ１００電力利用事業者の認定
（２）ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、エコステージ（ステージ２以上の認証に限る。）又はKES・環境マネジメントシステム・スタンダード（ステップ２以上の認証に限る。）の認証

６　資料の提出及び方法

　　本件入札に参加しようとする者は、次のとおり必要書類を提出してください。提出のない場合、又は記載事項及び添付資料に脱漏がある場合には、入札参加資格を確認できない場合がありますので注意してください。

（１）提出書類

　　　・　特別簡易型総合評価方式入札参加資格確認申請書（第１号様式） 

　　　・　技術評価点申告書（第２号様式） 

　　　・　地域貢献等評価点申告書（第３号様式） 

（２）提出期間

　　　令和８年１０月２０日（火）から
　　　令和８年１０月２６日（月）午後4時00分まで

　

（３）入札参加資格確認申請は、電子調達サービスにおいて入札参加資格確認申請書等の提出書類を送信することにより行います。提出のない場合、又は記載事項及び添付資料に脱漏がある場合には、入札参加資格を確認できない場合がありますので注意してください。なお、書類提出後における内容変更は認めません。

７　低入札価格調査実施に係る資料の提出について

　　低入札価格調査の対象となった事業者については、令和８年１１月２４日までに、調査に必要な資料を提出していただきます。提出していただく資料については、調査対象となった際にお知らせします。また、令和８年１１月２６日ごろに、区役所でヒアリングを実施する予定ですので、必ずご来庁ください。
８　入札の無効

　　本件において、次に該当する入札は無効とします。

　　・電子入札案件用総合評価方式による建設工事等競争入札（見積）参加者心得第17条に定めるもの

　　

様式
（第1号から第3号）
第１号様式（第１２条関係）
特別簡易型総合評価方式入札参加資格確認申請書
　　　年　　月　　日
（宛先）港区契約担当者




申請者




　住所




　商号又は名称




　代表者氏名　　

　　　　　　　




　　受付番号（東京電子自治体共同運営 電子調達サービス）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　年　　月　　日付けで案件の公表がありました
（件名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）の競争入札に参加する資格及び評価項目について、確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　なお、当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者でないこと及び添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。
記
１　第２号様式「技術評価点申告書」
２　第３号様式「地域貢献等評価点申告書」
第２号様式（第１２条関係）
技術評価点申告書
	同種工事の施行実績

	１
	成績通知日
	
	総評定点①
	

	
	工事件名
	

	
	契約番号
	
	業種
	

	２
	成績通知日
	
	総評定点②
	

	
	工事件名
	

	
	契約番号
	
	業種
	

	３
	成績通知日
	
	総評定点③
	

	
	工事件名
	

	
	契約番号
	
	業種
	


備考
１　直近３件の案件を成績評定通知日が新しい順に記載してください。
２　工事成績評定通知書の写しを添付してください。
	配置予定技術者の資格・実績

	配置予定技術者氏名
	

	資格
	法令による免許
（いずれかに○）
（ ）内に技術者区分を記載してください
	１　１級技術者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	２　２級技術者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	３　その他の技術者（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	実績
	工事件名
	

	
	区分
（いずれかに○）
	１　同種工事　　　　２　類似工事

	
	実績工事の従事役職
（いずれかに○）
	１　監理技術者
２　主任技術者
３　担当技術者又は現場代理人
４　実績なし又は実績工事の証明ができない場合


備考
１　技術者の資格を証明する書類を添付してください。
２　配置予定技術者の工事実績は、CORINSに登録されたもののみ記載できます。
３　技術者の実績に記載した工事内容が分かるCORINSに登録のある「登録内容確認書」（工事実績）等の写しを添付してください。
第３号様式（第１２条関係）
地域貢献等評価点申告書
	災害協定
	１　締結している
団体名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２　締結していない

	ワーク・ライフ・バランス推進
	１　あり
（右欄の該当に〇をつけてください。）
２　なし
	港区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定

	
	
	次世代育成推進認定
（トライくるみん・くるみん・
プラチナくるみん）

	
	
	女性活躍推進認定
（えるぼし・プラチナえるぼし）

	障害者雇用
	１　法定雇用率以上

	
	２　法定雇用率未満

	環境配慮
	１　あり
（右欄の該当に〇をつけてください。）
認証機関登録番号等
（　　　　　 ）
２　なし
	ＩＳＯ１４００１認証

	
	
	エコアクション２１認証

	
	
	エコステージ（ステージ２以上）

	
	
	ＫＥＳ・環境マネジメントシステム
スタンダード認証（ステップ２以上）

	
	
	ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００電力利用
事業者認定


備考
１　災害協定（区との災害時における協定）を締結している場合は、災害協定書の写しを添付してください。災害協定を締結している団体の構成員の場合は、当該団体名を記入し、団体に所属していることが確認できる書類（団体名簿等）の写しも添付してください。
２　ワーク・ライフ・バランス推進は、次の（１）から（３）までのいずれかについて書類を添付してください。
（１）港区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定を受けている場合は、決定通知書の写し
（２）次世代育成推進認定を受けている場合は、認定通知等の写し、一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局が受領したもの）の写し
（３）女性活躍推進認定を受けている場合は、認定通知等の写し、一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局が受領したもの）の写し
３　障害者雇用が法定雇用率以上の場合は、障害者雇用状況報告書の写しを添付してください。
４　環境配慮の認定を受けている場合は、いずれかの登録証（登録対象事業所等を記載する登録証付属書等を含む。）等の写しを添付してください。
